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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第３部門第３区分
【発行日】平成20年6月26日(2008.6.26)

【公表番号】特表2004-531608(P2004-531608A)
【公表日】平成16年10月14日(2004.10.14)
【年通号数】公開・登録公報2004-040
【出願番号】特願2002-587496(P2002-587496)
【国際特許分類】
   Ｃ０８Ｌ  79/08     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  15/088    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｃ０８Ｌ  79/08    　　　Ｚ
   Ｂ３２Ｂ  15/08    　　　Ｒ

【誤訳訂正書】
【提出日】平成20年5月9日(2008.5.9)
【誤訳訂正１】
【訂正対象書類名】特許請求の範囲
【訂正対象項目名】全文
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（ａ）ポリアミック酸であって、溶液を形成するために溶媒に溶解しており、
　これに関連した最低ゲル－フィルム形成温度および最低グリーンフィルム形成温度を有
するポリアミック酸と、
　（ｂ）２～２０個の繰り返し単位を有するエステル化ポリアミック酸オリゴマーであっ
て、
　カルボニル、シアノ、ヒドロキシ、アルキン、マレイミド、ノルボルネンおよびスルホ
ニル基からなる群から選択される少なくとも２種の架橋性基を有し、
　これに関連したイミド化温度を有し、かつ、
　前記オリゴマーの前記イミド化温度が最低ゲル－フィルム形成温度および最低グリーン
フィルム形成温度の少なくとも１つよりも高く、かつ、
　前記ポリアミック酸溶液に可溶であり、構成成分（ａ）および（ｂ）の総合重量の０．
５～１０重量パーセントの量で存在するエステル化ポリアミック酸オリゴマーと
を含む構成成分の反応生成物を含むことを特徴とするポリイミド組成物。
【請求項２】
　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）の前記イミド化温度が１４０℃以上で
あることを特徴とする請求項１に記載のポリイミド組成物。
【請求項３】
　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマーが２～７個の繰り返し単位を有することを特
徴とする請求項１に記載のポリイミド組成物。
【請求項４】
　前記ポリアミック酸溶液（ａ）が、
　ピロメリット酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，３，２’，３’－ベ
ンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカ
ルボン酸二無水物、ナフタレン－２，３，６，７－テトラカルボン酸二無水物、ナフタレ
ン－１，４，５，８－テトラカルボン酸二無水物、４，４’－オキシジフタル酸二無水物
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、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、３，４，９，１
０－ペリレンテトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）スルフ
ィド二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、２，２－ビス（
３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキ
シフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，６－ジクロロナフタレン－１，４，５，８－
テトラカルボン酸二無水物、２，７－ジクロロナフタレン－１，４，５，８－テトラカル
ボン酸二無水物、２，３，６，７－テトラクロロナフタレン－１，４，５，８－テトラカ
ルボン酸二無水物、フェナントレン－８，９，１０－テトラカルボン酸二無水物、ピラジ
ン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ベンゼン－１，２，３，４－テトラカ
ルボン酸二無水物、およびチオフェン－２，３，４，５－テトラカルボン酸二無水物、な
らびにそれらの組合せ
からなる群から選択されるテトラカルボン酸二無水物と、
　メタ－フェニレンジアミン、パラ－フェニレンジアミン、１，２－ジアミノベンゼン、
４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プロパン、
４，４’－ジアミノジフェニルプロパン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、４
，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、３，４
’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、２，６－ジ
アミノピリジン、ビス（３－アミノフェニル）ジエチルシラン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルジエチルシラン、ベンジジン、３，３’－ジクロロベンジジン、３，３’－ジメト
キシベンジジン、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ－ビス（４－アミノフェニ
ル）－ｎ－ブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ビス（４－アミノフェニル）メチルアミン、１，５－
ジアミノナフタレン、３，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、４－アミノ
フェニル－３－アミノベンゾエート、Ｎ，Ｎ－ビス（４－アミノフェニル）アニリン、ビ
ス（ｐ－ベータ－アミノ－ｔ－ブチルフェニル）エーテル、ｐ－ビス－２－（２－メチル
－４－アミノペンチル）ベンゼン、ｐ－ビス（１，１－ジメチル－５－アミノペンチル）
ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ｍ－キシリレンジアミン、
ｐ－キシリレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテルホスフィンオキシド、
４，４’－ジアミノジフェニルＮ－メチルアミン、４，４’－ジアミノジフェニルＮ－フ
ェニルアミン、およびそれらの組合せからなる群から選択されるジアミンと
の反応生成物から形成されることを特徴とする請求項１に記載のポリイミド組成物。
【請求項５】
　前記ポリアミック酸溶液（ａ）が極性非プロトン溶媒を含むことを特徴とする請求項１
に記載のポリイミド組成物。
【請求項６】
　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）が、
　ピロメリット酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、４，４’－オキシジフタ
ル酸無水物、２，３，２’，３’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’
，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジフェニ
ルスルホンテトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二
無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、およびそれ
らの組合せからなる群から選択されるテトラカルボン酸二無水物と、
　ｍ－フェニレンジアミン、パラ－フェニレンジアミン、ジアミノベンゾフェノン、およ
び４，４’－オキシジアニリン、３，４’－オキシジアニリン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルメタン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プロパン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルプロパン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジアミノジフェニ
ルスルホン、ビス（３－アミノフェニル）ジエチルシラン、４，４’－ジアミノジフェニ
ルジエチルシラン、ベンジジン、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ｐ－
ジアミノジフェニルアセチレン、３，３’－ジヒドロキシ－４，４’－ジアミノ－ビフェ
ニル、３，３’－ジアミノ－４，４’－ジヒドロキシ－ビフェニル、１，３－ビス（３－
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アミノフェノキシ）－５－シアノ－ベンゼン、およびそれらの組合せからなる群から選択
されるジアミンと
の反応生成物から形成されることを特徴とする請求項１に記載のポリイミド組成物。
【請求項７】
　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）が一般式
【化１】

（式中、
　ｎは２～２０に等しく、
　各Ｒ1は独立して
【化２】

からなる群から選択され、
　各Ｒ2は、その９０％以下が－ＯＨ基であるという条件で、独立して
【化３】

からなる群から選択され、
　各Ｒ3は独立して
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【化４】

からなる群から選択され、
かつ、
　各Ｒ4は、オリゴマーが、カルボニル、シアノ、ヒドロキシ、アルキン。マレイミド、
ノルボルネンおよびスルホニル基からなる群から選択される少なくとも２種の架橋性基を
有するという条件で、独立して

【化５】

からなる群から選択される）
を有することを特徴とする請求項１に記載のポリイミド組成物。
【請求項８】
　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマーが式
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【化６】

（式中、ｎは２～７であり、各Ｒ2は、その９０％以下がヒドロキシ基であるという条件
で、エトキシおよびヒドロキシ基からなる群から独立して選択される基である）
を有することを特徴とする請求項７に記載の組成物。
【請求項９】
　前記反応生成物が、約１５と１２５℃との間のゲル－フィルム形成温度を用いる化学転
化によって得られることを特徴とする請求項８に記載のポリイミド組成物。
【請求項１０】
　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）が構成成分（ａ）および（ｂ）の総合
重量の１．０～３重量パーセントの量で存在することを特徴とする請求項１に記載のポリ
イミド組成物。
【誤訳訂正２】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】０００９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【０００９】
　本発明に従って、フィルム形態で製造され、金属層で被覆された場合に、フィルムと金
属層との間の改善された剥離強度を示すポリイミド組成物が提供される。本発明のポリイ
ミド組成物は、
　（ａ）ポリアミック酸であって、溶液を形成するために溶媒に溶解しており、
　これに関連した最低ゲル－フィルム形成温度および最低グリーンフィルム形成温度を有
するポリアミック酸と、
　（ｂ）２～２０個の繰り返し単位を有するエステル化ポリアミック酸オリゴマーであっ
て、
　カルボニル、シアノ、ヒドロキシ、アルキン、マレイミド、ノルボルネンおよびスルホ
ニル基からなる群から選択される少なくとも２種の架橋性基を有し、
　これに関連したイミド化温度を有し、かつ、
　前記オリゴマーの前記イミド化温度が最低ゲル－フィルム形成温度または最低グリーン
フィルム形成温度よりも高く、かつ、
　前記ポリアミック酸溶液に可溶であり、構成成分（ａ）および（ｂ）の総合重量の０．
５～１０重量パーセントの量で存在するエステル化ポリアミック酸オリゴマーと
を含む構成成分の反応生成物を含む。
【誤訳訂正３】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１５】
　熱的変換法を利用する場合、ポリアミック酸溶液（ａ）は、これに関連した「最低グリ
ーンフィルム形成温度」を有する。本明細書で使用されるように、用語「最低グリーンフ
ィルム形成温度」は、熱的変換法において、自立のグリーンフィルムが６０分以内で形成
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されるような程度に、溶媒減少とポリアミック酸のイミド化とが起こる該温度を意味する
。最低グリーンフィルム形成温度は、５０℃ほどに低くてもよい。より短い時間で自立の
フィルムを形成するために、より高いグリーンフィルム形成温度が使用される。しかしな
がら実際問題として、２００℃を上回るグリーンフィルム形成温度は、不満足なフィルム
品質という結果になるので、一般には使用されない。グリーンフィルムは、典型的には約
７５重量パーセントである固形分含有率を有し、イミド化のレベルは一般に、完全イミド
化のたったの２５～３０％に過ぎない。
【誤訳訂正４】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１６
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１６】
　エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）は、ポリアミック酸溶液（ａ）に可溶であ
り、これに関連したイミド化温度を有する。エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）
に関連して本明細書で使用されるように、用語「イミド化温度」は、実質的なイミド化が
エステル部位で起こり、アルコール副生物を生じる該温度を意味する。好ましくは、エス
テル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）のイミド化温度は、化学転化または熱的変換のい
ずれが用いられるかに関係なく、少なくとも１４０℃である。これは、イミド化が化学転
化で室温でさえも起こり得る簡単なポリアミック酸とは明々白々な対照にある。従って、
ポリアミック酸溶液（ａ）の最低ゲル－フィルムおよび／またはグリーンフィルム形成温
度ならびに使用される実際のゲル－フィルムおよび／またはグリーンフィルム形成温度は
、エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）のイミド化温度未満である。
【誤訳訂正５】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００１８
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００１８】
　エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）は、２～２０個の繰り返し単位、好ましく
は２～７個の繰り返し単位を有することができる。２個未満の繰り返し単位はオリゴマー
を含まない。約２０個よりも多い繰り返し単位では、オリゴマーはポリマーの特性を呈し
始める。２０単位以下のエステル化ポリアミック酸オリゴマーは、シートの完全なイミド
化に先立って、それがゲル－フィルムまたはグリーンフィルムのいずれかの状態で、ポリ
アミック酸（ａ）の表面に容易に拡散できることを確実にする。
【誤訳訂正６】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２０
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００２０】
ポリアミック酸溶液
　ポリアミック酸溶液（ａ）は、テトラカルボン酸または二無水物構成成分と、ジアミン
構成成分とから調製されたポリアミック酸を含む。これは、極性非プロトン溶媒の存在下
に行われる。好ましくは、ポリアミック酸は、１４０℃未満の最低ゲル－フィルム形成温
度または最低グリーンフィルム形成温度を有する。
【誤訳訂正７】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００２８
【訂正方法】変更
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【訂正の内容】
【００２８】
エステル化ポリアミック酸オリゴマー
　エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）は、ポリアミック酸溶液（ａ）に可溶であ
り、ポリアミック酸ポリマーの最低グリーンフィルムまたは最低ゲル－フィルム形成温度
よりも高いイミド化温度を有する。オリゴマーには、カルボニル、シアノ、ヒドロキシ、
アルキン、マレイミド、ノルボルネン、およびスルホニル基からなる群から選択される少
なくとも２種の架橋性基（特に熱硬化性ポリイミド工業で典型的に使用される基）が含ま
れる。架橋性基は、それらの起源を、二無水物もしくはジアミン構成成分中に、または下
に説明されるようなエンドキャッピング剤中に有してもよい。
【誤訳訂正８】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５８
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００５８】
熱的変換
　熱的変換法において、ポリアミック酸溶液（ａ）（エステル化ポリアミック酸オリゴマ
ー（ｂ）を含む）は、表面上へキャストされ、最低グリーンフィルム形成温度以上の温度
に加熱される。使用される最高キャスティング温度は、エステル化ポリアミック酸オリゴ
マー（ｂ）のイミド化温度よりも低いべきである。
【誤訳訂正９】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００５９
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００５９】
　自立のグリーンフィルムは、キャスティング表面から剥がされ、高温処理および完全イ
ミド化用のテンターオーブンに移される。テンターオーブン中で、フィルムは、エステル
化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）のイミド化温度を上回る温度に加熱され、その結果、
フィルムは残存する溶媒から乾燥され、完全にイミド化されて、オリゴマー架橋が完成す
る。
【誤訳訂正１０】
【訂正対象書類名】明細書
【訂正対象項目名】００６５
【訂正方法】変更
【訂正の内容】
【００６５】
　次に試験体を、両面テープで直径６インチ（１５．２４ｃｍ）のドイツのホイール試験
用面型に取りつけた。２インチ／分（５．０８ｃｍ／分）のクロスヘッド速度を用いて、
銅箔を上に引き剥がした。２．２５インチ（５．７２ｃｍ）の最小値を得るために連続的
に剥離荷重を記録した。本明細書ではそのデータを、ポリイミドの空気側面とドラム側面
との両方に対応して、線インチ当たりポンド、ｐｌｉ（Ｎ／ｃｍ）の単位で、剥離強度と
して提示する。これは、１／２インチ（１．２７ｃｍ）試験体の幅当たりの平均荷重から
測定した。
　以下に、本発明の好ましい態様を示す。
［１］　（ａ）ポリアミック酸であって、溶液を形成するために溶媒に溶解しており、
　これに関連した最低ゲル－フィルム形成温度および最低グリーンフィルム形成温度を有
するポリアミック酸と、
　（ｂ）２～２０個の繰り返し単位を有するエステル化ポリアミック酸オリゴマーであっ
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て、
　カルボニル、シアノ、ヒドロキシ、アルキン、マレイミド、ノルボルネンおよびスルホ
ニル基からなる群から選択される少なくとも２種の架橋性基を有し、
　これに関連したイミド化温度を有し、かつ、
　前記オリゴマーの前記イミド化温度が最低ゲル－フィルム形成温度および最低グリーン
フィルム形成温度の少なくとも１つよりも高く、かつ、
　前記ポリアミック酸溶液に可溶であり、構成成分（ａ）および（ｂ）の総合重量の０．
５～１０重量パーセントの量で存在するエステル化ポリアミック酸オリゴマーと
を含む構成成分の反応生成物を含むことを特徴とするポリイミド組成物。
［２］　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）の前記イミド化温度が１４０℃
以上であることを特徴とする［１］に記載のポリイミド組成物。
［３］　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマーが２～７個の繰り返し単位を有するこ
とを特徴とする［１］に記載のポリイミド組成物。
［４］　前記ポリアミック酸溶液（ａ）が、
　ピロメリット酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、２，３，２’，３’－ベ
ンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ベンゾフェノンテトラカ
ルボン酸二無水物、ナフタレン－２，３，６，７－テトラカルボン酸二無水物、ナフタレ
ン－１，４，５，８－テトラカルボン酸二無水物、４，４’－オキシジフタル酸二無水物
、３，３’，４，４’－ビフェニルスルホンテトラカルボン酸二無水物、３，４，９，１
０－ペリレンテトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）スルフ
ィド二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二無水物、２，２－ビス（
３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキ
シフェニル）ヘキサフルオロプロパン、２，６－ジクロロナフタレン－１，４，５，８－
テトラカルボン酸二無水物、２，７－ジクロロナフタレン－１，４，５，８－テトラカル
ボン酸二無水物、２，３，６，７－テトラクロロナフタレン－１，４，５，８－テトラカ
ルボン酸二無水物、フェナントレン－８，９，１０－テトラカルボン酸二無水物、ピラジ
ン－２，３，５，６－テトラカルボン酸二無水物、ベンゼン－１，２，３，４－テトラカ
ルボン酸二無水物、およびチオフェン－２，３，４，５－テトラカルボン酸二無水物、な
らびにそれらの組合せ
からなる群から選択されるテトラカルボン酸二無水物と、
　メタ－フェニレンジアミン、パラ－フェニレンジアミン、１，２－ジアミノベンゼン、
４，４’－ジアミノジフェニルメタン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プロパン、
４，４’－ジアミノジフェニルプロパン、４，４’－ジアミノジフェニルスルフィド、４
，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジアミノジフェニルスルホン、３，４
’－ジアミノジフェニルエーテル、４，４’－ジアミノジフェニルエーテル、２，６－ジ
アミノピリジン、ビス（３－アミノフェニル）ジエチルシラン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルジエチルシラン、ベンジジン、３，３’－ジクロロベンジジン、３，３’－ジメト
キシベンジジン、４，４’－ジアミノベンゾフェノン、Ｎ，Ｎ－ビス（４－アミノフェニ
ル）－ｎ－ブチルアミン、Ｎ，Ｎ－ビス（４－アミノフェニル）メチルアミン、１，５－
ジアミノナフタレン、３，３’－ジメチル－４，４’－ジアミノビフェニル、４－アミノ
フェニル－３－アミノベンゾエート、Ｎ，Ｎ－ビス（４－アミノフェニル）アニリン、ビ
ス（ｐ－ベータ－アミノ－ｔ－ブチルフェニル）エーテル、ｐ－ビス－２－（２－メチル
－４－アミノペンチル）ベンゼン、ｐ－ビス（１，１－ジメチル－５－アミノペンチル）
ベンゼン、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ｍ－キシリレンジアミン、
ｐ－キシリレンジアミン、４，４’－ジアミノジフェニルエーテルホスフィンオキシド、
４，４’－ジアミノジフェニルＮ－メチルアミン、４，４’－ジアミノジフェニルＮ－フ
ェニルアミン、およびそれらの組合せからなる群から選択されるジアミンと
の反応生成物から形成されることを特徴とする［１］に記載のポリイミド組成物。
［５］　前記ポリアミック酸溶液（ａ）が極性非プロトン溶媒を含むことを特徴とする［
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１］に記載のポリイミド組成物。
［６］　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）が、
　ピロメリット酸二無水物、２，２’，３，３’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物
、３，３’，４，４’－ビフェニルテトラカルボン酸二無水物、４，４’－オキシジフタ
ル酸無水物、２，３，２’，３’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’
，４，４’－ベンゾフェノンテトラカルボン酸二無水物、３，３’，４，４’－ジフェニ
ルスルホンテトラカルボン酸二無水物、ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）メタン二
無水物、２，２－ビス（３，４－ジカルボキシフェニル）プロパン二無水物、およびそれ
らの組合せからなる群から選択されるテトラカルボン酸二無水物と、
　ｍ－フェニレンジアミン、パラ－フェニレンジアミン、ジアミノベンゾフェノン、およ
び４，４’－オキシジアニリン、３，４’－オキシジアニリン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルメタン、２，２－ビス（４－アミノフェニル）プロパン、４，４’－ジアミノジフ
ェニルプロパン、４，４’－ジアミノジフェニルスルホン、３，３’－ジアミノジフェニ
ルスルホン、ビス（３－アミノフェニル）ジエチルシラン、４，４’－ジアミノジフェニ
ルジエチルシラン、ベンジジン、１，３－ビス（４－アミノフェノキシ）ベンゼン、ｐ－
ジアミノジフェニルアセチレン、３，３’－ジヒドロキシ－４，４’－ジアミノ－ビフェ
ニル、３，３’－ジアミノ－４，４’－ジヒドロキシ－ビフェニル、１，３－ビス（３－
アミノフェノキシ）－５－シアノ－ベンゼン、およびそれらの組合せからなる群から選択
されるジアミンと
の反応生成物から形成されることを特徴とする［１］に記載のポリイミド組成物。
［７］　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）が一般式

【化７】

（式中、
　ｎは２～２０に等しく、
　各Ｒ1は独立して
【化８】

からなる群から選択され、
　各Ｒ2は、その９０％以下が－ＯＨ基であるという条件で、独立して
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【化９】

からなる群から選択され、
　各Ｒ3は独立して

【化１０】

からなる群から選択され、
かつ、
　各Ｒ4は、オリゴマーが、カルボニル、シアノ、ヒドロキシ、アルキン。マレイミド、
ノルボルネンおよびスルホニル基からなる群から選択される少なくとも２種の架橋性基を
有するという条件で、独立して



(11) JP 2004-531608 A5 2008.6.26

【化１１】

からなる群から選択される）
を有することを特徴とする［１］に記載のポリイミド組成物。
［８］　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマーが式
【化１２】

（式中、ｎは２～７であり、各Ｒ2は、その９０％以下がヒドロキシ基であるという条件
で、エトキシおよびヒドロキシ基からなる群から独立して選択される基である）
を有することを特徴とする［７］に記載の組成物。
［９］　前記反応生成物が、約１５と１２５℃との間のゲル－フィルム形成温度を用いる
化学転化によって得られることを特徴とする［８］に記載のポリイミド組成物。
［１０］　前記ゲル－フィルム形成温度が少なくとも６０℃であることを特徴とする［９
］に記載のポリイミド組成物。
［１１］　前記エステル化ポリアミック酸オリゴマー（ｂ）が構成成分（ａ）および（ｂ
）の総合重量の１．０～３重量パーセントの量で存在することを特徴とする［１］に記載
のポリイミド組成物。
［１２］　［１］に記載のポリイミド組成物から製造されたフィルムを含むことを特徴と
する製造物品。
［１３］　ポリイミドフィルム基材であって、少なくとも１つの表面を呈し、
　［１］に記載のポリイミド組成物を有するポリイミドフィルム基材と、
　前記少なくとも１つの表面に接着された金属層と
を含むことを特徴とする製造物品。
［１４］　前記金属層が接着剤によって前記ポリイミドフィルム基材に接着されることを
特徴とする［１３］に記載の製造物品。
［１５］　前記金属層が前記ポリイミドフィルム表面上にスパッターおよび電気めっきさ
れることを特徴とする［１３］に記載の製造物品。
［１６］　アクリル系接着剤を利用して、ＩＰＣ剥離強度、フレキシブルプリント配線材
料方法（Ｆｌｅｘｉｂｌｅ　Ｐｒｉｎｔｅｄ　Ｗｉｒｉｎｇ　Ｍａｔｅｒｉａｌｓ　ｍｅ
ｔｈｏｄ）２．４．９、改訂Ｃ、方法Ｂを用いて測定したときに、少なくとも８ｐｌｉ（
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１４Ｎ／ｃｍ）の剥離強度を有することを特徴とする［１３］に記載の物品。
［１７］　ＩＰＣ　ＴＭ－６５０、方法Ａを用いて測定したときに、少なくとも１２ｐｌ
ｉ（２１Ｎ／ｃｍ）の剥離強度を有することを特徴とする［１５］に記載の物品。
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